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資料５



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

議事次第

1. 開 会

２. 議 事

３.

４. 

意見交換

閉 会

（１） 協議会設立について

1）

流域治水について

３. 

３. 

1

協議会設立趣旨（案）について３.

３.

３. 

2）

（2）

（3）

協議会規約（案）について

今後のスケジュール（案）について

3）

協議会設立の背景について



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

（１）協議会設立について
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１）協議会設立趣旨（案）について
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協議会設立の趣旨（案）

４

平成2９年７月九州北部豪雨をはじめ、令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、近年、全国各

地において激甚な水災害が頻発しているところであり、さらに、今後、気候変動による降水量の増大や

水災害の激甚化・頻発化が予測されています。

こうした背景から、令和２年７月に社会資本整備審議会から「気候変動を踏まえた水災害対策のあり

方について～あらゆる関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～」の答申があり、水

災害リスクの増大に備えるために、これまでの河川・下水道等の管理者が主体となって行う治水対策に

加え、集水域から氾濫域にわたる流域全体で水災害を軽減させる治水対策「流域治水」へ転換すべきで

あると提言されました。

これを受けて、全国１０９の全一級水系及び、12の二級水系では、流域全体で今後取り組むべき治水

対策の全体像を「流域治水プロジェクト」として策定・公表し、流域治水の取組を推進しているところで

す。

この度、福岡県の二級水系においても、４つの圏域に分割し、「流域治水プロジェクト」として策定・公

表し、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報共有等を行うことを目的として協議会を設立す

るものです。
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流域治水協議会の圏域図（案）について

５

福岡・前原・那珂圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）

（主な対象水系）
佐井川、岩岳川、中川、角田川、上河内川
城井川、音無川、祓川、江尻川、今川、長峡川

（構成市町村）
行橋市、豊前市、添田町、赤村、苅田町、
みやこ町、吉富町、上毛町、築上町

北九州・宗像圏域 流域治水協議会（仮称）

（主な対象水系）
貫川、竹馬川、相割川、奥畑川、清滝川、大川、
村中川、紫川、板櫃川、撥川、割子川、金山川、
金手川、矢矧川、汐入川、釣川、手光今川、西郷川

（構成市町村）
北九州市、宗像市、福津市、岡垣町

（主な対象水系）
中川、大根川、湊川、唐の原川、多々良川、御笠川、
那珂川、樋井川、室見川、名柄川、十郎川、七寺川、
江ノ口川、瑞梅寺川、桜井川、雷山川、一貴山川、
加茂川、福吉川

（構成市町村）
福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、古賀市、
糸島市、那珂川市、宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、
新宮町、久山町、粕屋町

南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

（主な対象水系）
隈川、堂面川、大牟田川、諏訪川（関川）

（構成市町村）
大牟田市、みやま市、荒尾市、南関町

一級河川流域

二級河川流域

・・国管理区間

・・県管理区間

・・県管理区間

【凡例】
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２）協議会設立の背景について
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近年、全国各地で自然災害が頻発

７

【国土交通省資料より抜粋】
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福岡県における近年の豪雨災害について①

８

〇 福岡県の朝倉市、東峰村を中心としたエリアにおいて、わずか９時間で７７４ｍｍという、短時間に記録的豪雨を観測
＜福岡県観測：朝倉市黒川（北小路公民館観測所）７月5日12時から21時＞

⇒ 観測史上最大の記録である１２時間雨量７０７ｍｍを上回る雨量＜気象庁観測：東京都（大島観測所）平成25年10月16日＞

⇒ 朝倉市の７月平均月間雨量の２倍を超える雨量

平成２９年７月九州北部豪雨の概要

降雨状況 河川被害の状況

図 ７月５日12:00～21:00【最大９時間雨量（ｍｍ）】

白木谷川、赤谷川

北川

白木谷川 赤谷川

妙見川





第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

福岡県における近年の豪雨災害について③

1０

○ 久留米市を中心とした局所的エリアで、2４時間雨量351ｍｍを観測
＜福岡県観測：久留米市新合川（久留米支部局観測所）７月20日16時頃から21日16時頃）＞

⇒ わずか1日で平年の７月月間雨量を超え、うち5時間に降雨が集中（260ｍｍ/5ｈ）

○ 気象庁の久留米観測所では、1時間、3時間、6時間、12時間、2４時間雨量の全てが観測史上最大を記録

令和元年７月２１日の大雨の概要

河川被害の状況降雨状況

図 ７月20日16:10～21日16:10 【2４時間雨量（ｍｍ）】

池町川

草場川
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気候変動による自然災害の頻発・激甚化

1３

〇 時間雨量５０ｍｍを超える短時間強雨の発生件数が直近３０～４０年間で約１．４倍に増加。
〇 氾濫危険水位（河川が氾濫する恐れのある水位）を超過した河川数は、増加傾向。

【国土交通省資料より抜粋】
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【国土交通省資料をもとに作成】
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今後、気候変動による水災害の激甚化・頻発化が懸念

1４

〇 ２０１６年１１月に発行された「パリ協定」では、産業革命からの平均気温の上昇を２℃以下に抑えることを目標

としており、それに基づき政府は「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を策定。

〇 国連ＩＰＣＣの気候変動シナリオでは、２０４０年ごろには、産業革命前と比べて気温が２℃上昇。

〇 気温が２℃上昇した場合、降水量・河川流量ともに増加し、洪水発生頻度は２倍と試算されている。

【国土交通省資料「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」をもとに作成】

1８50年における気温

２０４０年ごろには２℃上昇

【「ＩＰＣＣ第５次報告書WＧ1」をもとに作成】
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• 施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える、水防災意識社会の再構築。
• 洪水防御効果の高いハード対策と命を守るための避難対策とのソフト対策の組合せ。

気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について 答申

1５

気候変動の影響 社会の動向 技術革新

今後も水災害が激化。これまでの水災害対策では安
全度の早期向上に限界があるため整備の加速と対策
手法の充実が必要

人口減少や少子高齢化が進む中、「コンパクト＋ネット
ワーク」を基本とした国土形成により地域の活力を維
持するためにも、水災害に強い安全安心なまちづくり
が必要。

５Ｇ、ＡＩ技術やビックデータの活用、情報通信技術の
進展は著しく、これらの技術を避難行動の支援や防災
施策にも活用していくことが必要。

〇 国土交通省の諮問機関である、社会資本整備審議会により、令和２年７月に「気候変動を踏まえた水災害対策

のあり方について 答申」がとりまとめられた。

〇 答申では、流域全体で治水対策を行う「流域治水」へ転換すべきであると提言。

強靭性 包括性 持続可能性

甚大な被害を回避し、早期復旧・
復興まで見据えて、事前に備える

あらゆる主体が協力して
対策に取り組む

将来にわたり、継続的に対策に
取り組み、社会や経済を発展させる

気候変動を踏まえた、

計画の見直し

河川の流域全体のあらゆる関係者が協働して
流域全体で行う持続可能な対策

「流域治水」への転換

【気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について答申をもとに作成】

これまでの対策

対策の重要な観点

様
々
な
変
化

これからの対策
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３）流域治水について

1６
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「流域治水」の基本的考え方

1７

〇 河川・下水道の管理者等が主体となって行う 、 を中心とした治水対策に加え、 を含め

た流域全体のあらゆる関係者（国・県・市町村・企業・住民等）全員が協働して、流域全体で水災害を軽減させる対策。

〇 地域の特性に応じ、 、 、

をハード・ソフト一体で多層的に進める。

氾濫域河川区域 集水域

①はん濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ②被害対象を減少させるための対策

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

【国土交通省資料より抜粋】

①はん濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川改修（河道掘削、堤防整備、遊水地整備 等）
・雨水貯留・排水施設の整備
・学校グラウンド・公園等の治水利用
・ため池の事前放流
・水田の貯留機能向上
・クリークの先行排水
・可搬式排水ポンプ整備
・逆流防止ゲートの設置
・開発行為に係る雨水貯留・浸透施設設置

の義務付け
など

②被害対象を減少させるための対策
・立地適正化計画の策定・見直し
・公共施設電気等設備のかさ上げ
・高台整備

など

氾濫域河川区域 集水域

氾濫域

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水位計・監視カメラの設置
・ハザードマップの作成
・避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立
・避難所の浸水対策による機能維持
・防災教育や避難訓練等の実施
・はん濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え

など

氾濫域 集水域
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①はん濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策例

1８

【国土交通省資料より抜粋】

■排水施設の耐水化【北九州市の事例】

■調整池の整備事例【中間市の事例】

■校庭や公園等に貯留施設の設置【飯塚市の事例】

■下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備【飯塚市の事例】

■森林整備、治山対策
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②被害対象を減少させるための対策例

1９

■土地利用に関するルール【飯塚市の事例】

■高台整備【遠賀町の事例】

【国土交通省資料より抜粋】
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③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策例

２０

■水防災教育の普及・充実、防災知識の普及

■効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施（遠賀川合同巡視）

■水害リスク情報の周知（マイ・タイムラインの活用）

■避難に資するリアルタイム情報の提供

【国土交通省資料より抜粋】
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流域治水プロジェクトについて

２1

〇 「流域治水プロジェクト」とは、河川整備に加え、流域の市町村などが実施する雨水貯留浸透施設の整備や災害危険区域の

指定等による土地利用規制・誘導、利水ダムの事前放流等、流域内のあらゆる関係者の協働による治水対策の全体像をとりま

とめたもの。

〇 本協議会では、「流域治水プロジェクト」を策定・公表し、「流域治水」の計画的な推進するため協議・情報共有等を行う。

【国土交通省資料より抜粋】

流域治水プロジェクト イメージ
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流域治水プロジェクトの例（一級河川 遠賀川水系）

２２

■はん濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削、堤防整備、護岸整備、橋梁架替、
堰改築、排水機場の整備、耐水化の取組 等
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・校庭や公園等に貯留施設の設置
・利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実施、
体制構築
（関係機関：福岡県、北九州市、飯塚市、直方市、
福智町、土地改良区など）
・農業水利施設の整備・有効活用
・ため池等の補強・有効活用
・水田の貯留機能向上
・森林整備、治山対策 等

■被害対象を減少させるための対策
・土地利用に関するルールづくり
・立地適正化計画の策定・見直し
・高台整備 等

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水防災教育の普及・充実、防災知識の普及
・大規模な洪水の発生を想定した安全な避難場所
等の確保
・避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立
・効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施
・氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え
・水害リスク情報の周知
・避難に資するリアルタイム情報の提供 等

様々な対策とその実施主体を見える化

【国土交通省資料より】



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

流域治水プロジェクトの例（一級河川 遠賀川水系）

２３

【国土交通省資料より】



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

流域治水プロジェクトの例（一級河川 遠賀川水系）

２４

対策のロードマップを示して連携を推進

〇目的達成に向けた工程を段階的に示し、
実施主体間の連携を促進

短 期：

中 期：

中長期：

被災箇所の復旧や人口・資産が集中する市街地
のハード・ソフト対策等、短期・集中対策によって
浸水対策によって浸水被害の軽減を図る期間

（概ね５年間）

実施中の主要なハード対策の完了や、居住誘導
等によって、当面の安全度向上を図る期間

（概ね１０～１５年間）

戦後最大洪水等に対して、流域全体の安全度向
上によって浸水被害の軽減を達成する期間

（概ね２０～３０年間）

【国土交通省資料より】



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

流域治水プロジェクトの例（その他の県内一級水系）

２５

【国土交通省資料より】



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

（２）協議会規約（案）について

２６



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

（名称） （名称）

第１条 本協議会は「京築・行橋・田川 圏域 流域治水協議会
(仮称）」（以下「協議会」という。）と称する。

第１条 本協議会は「南筑後 圏域 流域治水協議会（仮称）」
（以下「協議会」という。）と称する。

（目的） （目的）

第２条 本協議会は、近年の激甚な水災害や、気候変動によ
る水災害の激甚化・頻発化に備え、別表１の水系の流域
（以下「京築・行橋・田川 圏域」という。）において、あら
ゆる関係者が協働して流域全体で水災害を軽減させ
る治水対策、「流域治水」を計画的に推進するための協
議・情報共有等を行うことを目的とする。

第２条 本協議会は、近年の激甚な水災害や、気候変動によ
る水災害の激甚化・頻発化に備え、別表１の水系の流域
（以下「南筑後 圏域」という。）において、あらゆる関係

者が協働して流域全体で水災害を軽減させる治水対
策、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報
共有等を行うことを目的とする。

（協議会の構成） （協議会の構成）

第３条 協議会は、別表２の職にある者をもって構成する。 第３条 協議会は、別表２の職にある者をもって構成する。

２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 ２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。

３ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員
の同意を得て、必要に応じて別表２の職にある者以外
の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることが
できる。

３ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員
の同意を得て、必要に応じて別表２の職にある者以外
の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることが
できる。

協議会の規約（案）

２７



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

（協議会の実施事項） （協議会の実施事項）

第４条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 第４条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。

（１） 京築・行橋・田川 圏域で行う流域治水の全体像の共
有・検討等。

（１） 南筑後 圏域で行う流域治水の全体像の共有・検討
等。

（２） 氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策、被害対
象を減少させるための対策、被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策を含む「流域治水プロジェクト」の策定
と公表。

（２） 氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策、被害対
象を減少させるための対策、被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策を含む「流域治水プロジェクト」の策定
と公表。

（３） 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況
のフォローアップ。

（３） 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況
のフォローアップ。

（４） その他、「流域治水」に関して必要な事項。 （４） その他、「流域治水」に関して必要な事項。

（幹事会の構成） （幹事会の構成）

第５条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を
置く。

第５条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を
置く。

２ 幹事会は、別表3の職にある者をもって構成する。 ２ 幹事会は、別表3の職にある者をもって構成する。

3 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 3 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。

協議会の規約（案）

２８



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、
分析、対策等の各種検討・調整を行うことを目的とし、
結果について協議会へ報告する。

４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、
分析、対策等の各種検討・調整を行うことを目的とし、
結果について協議会へ報告する。

５ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員
の同意を得て、必要に応じて別表３の職にある者以外
の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることが
できる。

５ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員
の同意を得て、必要に応じて別表３の職にある者以外
の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることが
できる。

（会議の公開） （会議の公開）

第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。
ただし、審議内容によっては、協議会に諮り、非公開と
することができる。

第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。
ただし、審議内容によっては、協議会に諮り、非公開と
することができる。

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会
へ報告することにより公開とみなす。

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会
へ報告することにより公開とみなす。

（協議会資料等の公表） （協議会資料等の公表）

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公
表するものとする。ただし、個人情報等で公表すること
が適切でない資料等については、協議会の了解を得て
公表しないものとする。

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公
表するものとする。ただし、個人情報等で公表すること
が適切でない資料等については、協議会の了解を得て
公表しないものとする。

協議会の規約（案）

２９



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成
し、出席した構成員の確認を得た後、公表するものとす
る。

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成
し、出席した構成員の確認を得た後、公表するものとす
る。

（事務局） （事務局）

第８条 協議会及び幹事会の円滑な推進のため事務局を置
く。

第８条 協議会及び幹事会の円滑な推進のため事務局を置
く。

２ 事務局は福岡県県土整備部河川整備課に置く。 ２ 事務局は福岡県県土整備部河川整備課に置く。

（雑則） （雑則）

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続
きその他運営に関して必要な事項については、協議会
で定めるものとする。

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続
きその他運営に関して必要な事項については、協議会
で定めるものとする。

（附則） （雑則）

第１０条 本規約は、令和３年５月 日から施行する。 第１０条 本規約は、令和３年５月 日から施行する。

協議会の規約（案）

３０



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

別表１
京築・行橋・田川 圏域 流域治水協議会（仮称） 主な対象水系

さ い が わ

佐井川水系
いわたけがわ

岩岳川水系
なかがわ

中川水系
すだがわ

角田川水系
うえのかわちがわ

上河内川水系
きいがわ

城井川水系
おとなしがわ

音無川水系
はらいがわ

祓川水系
えじりがわ

江尻川水系
いまがわ

今川水系
ながおがわ

長峡川水系

別表１
南筑後 圏域 流域治水協議会（仮称） 主な対象水系

くまがわ

隈川水系
どうめんがわ

堂面川水系
おおむたがわ

大牟田川水系
すわがわ せきがわ

諏訪川（関川）水系

協議会の規約（案）

３1



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

別表２
京築・行橋・田川 圏域 流域治水協議会（仮称） 名簿（案）

行橋市長
豊前市長
添田町長
赤村長
苅田町長
みやこ町長
吉富町長
上毛町長
築上町長

気象庁 福岡管区気象台 気象防災部 予報課長
林野庁 九州森林管理局 福岡森林管理署長
国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター

九州整備局長

別表２
南筑後 圏域 流域治水協議会（仮称） 名簿（案）

大牟田市長
みやま市長
荒尾市長
南関町長

気象庁 福岡管区気象台 気象防災部 予報課長

協議会の規約（案）
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第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

福岡県 総務部 防災危機管理局 防災企画課長
総務部 防災危機管理局 消防防災指導課長
農林水産部 農山漁村振興課長
農林水産部 林業振興課長
県土整備部 道路維持課長
県土整備部 河川管理課長
県土整備部 河川整備課長
県土整備部 港湾課長
県土整備部 砂防課長
建築都市部 都市計画課長
建築都市部 公園街路課長
建築都市部 下水道課長
教育庁 教育総務部 施設課長
飯塚農林事務所長
行橋農林事務所長
京築県土整備事務所長
田川県土整備事務所長

福岡県 総務部 防災危機管理局 防災企画課長
総務部 防災危機管理局 消防防災指導課長
農林水産部 農山漁村振興課長
農林水産部 林業振興課長
県土整備部 道路維持課長
県土整備部 河川管理課長
県土整備部 河川整備課長
県土整備部 港湾課長
県土整備部 砂防課長
建築都市部 都市計画課長
建築都市部 公園街路課長
建築都市部 下水道課長
教育庁 教育総務部 施設課長
筑後農林事務所長
筑後川水系農地開発事務所長
南筑後県土整備事務所長

熊本県 県北広域本部 玉名地域振興局 土木部長

協議会の規約（案）
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第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

別表３
京築・行橋・田川 圏域 流域治水協議会 幹事会（仮称） 名簿（案）

行橋市 土木課長、下水道課長、農林水産課長、
総務課防災危機管理室長

豊前市 建設課長
添田町 道路整備課長
赤村 産業建設課長
苅田町 施設建設課長
みやこ町 都市整備課長
吉富町 未来まちづくり課長
上毛町 総務課長
築上町 建設課長、総務課長、産業課長、上下水道課長、

都市政策課長、まちづくり振興課長

気象庁 福岡管区気象台 気象防災部 予報課 大規模氾濫対策気象官
林野庁 九州森林管理局 福岡森林管理署 次長
国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター

九州整備局 水源林業務課長

別表３
南筑後 圏域 流域治水協議会（仮称） 幹事会 名簿（案）

大牟田市 土木建設課長、防災危機管理室 副室長、
農林水産課長、土木管理課長、企業局下水道課長

みやま市 建設課長
荒尾市 産業建設部 土木課長、産業建設部 都市計画課長、

産業建設部 農林水産課長、
市民環境部 防災安全課長、荒尾市企業局 建設課長

南関町 建設課長

気象庁 福岡管区気象台 気象防災部 予報課 大規模氾濫対策気象官

協議会の規約（案）
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第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会(仮称）規約（案） 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）規約（案）

福岡県 総務部 防災危機管理局 防災企画課 課長補佐
総務部 防災危機管理局 消防防災指導課 課長補佐

農林水産部 農山漁村振興課 課長技術補佐
農林水産部 農村森林整備課 課長技術補佐
農林水産部 林業振興課 課長技術補佐
県土整備部 道路維持課 課長技術補佐
県土整備部 河川管理課 課長技術補佐
県土整備部 河川整備課 課長技術補佐
県土整備部 港湾課 課長技術補佐
県土整備部 砂防課 課長技術補佐
建築都市部 都市計画課 課長技術補佐
建築都市部 公園街路課 課長技術補佐
建築都市部 下水道課 課長技術補佐
教育庁 教育総務部 施設課 課長技術補佐
飯塚農林事務所 農村整備第一課長
行橋農林事務所 農村整備第一課長
京築県土整備事務所 河川砂防課長
京築県土整備事務所 地域整備主幹
田川県土整備事務所 河川砂防課長

福岡県 総務部 防災危機管理局 防災企画課 課長補佐
総務部 防災危機管理局 消防防災指導課 課長補佐

農林水産部 農山漁村振興課 課長技術補佐
農林水産部 農村森林整備課 課長技術補佐
農林水産部 林業振興課 課長技術補佐
県土整備部 道路維持課 課長技術補佐
県土整備部 河川管理課 課長技術補佐
県土整備部 河川整備課 課長技術補佐
県土整備部 港湾課 課長技術補佐
県土整備部 砂防課 課長技術補佐
建築都市部 都市計画課 課長技術補佐
建築都市部 公園街路課 課長技術補佐
建築都市部 下水道課 課長技術補佐
教育庁 教育総務部 施設課 課長技術補佐
筑後農林事務所 農村整備第一課長
筑後川水系農地開発事務所 工務課長
南筑後土整備事務所 港湾河川課長

熊本県 県北広域本部 玉名地域振興局 土木部 工務課長

協議会の規約（案）
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第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

（３）今後のスケジュール（案）について
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第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

今後のスケジュール（案）
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協議会設立について
協議会規約（案）について
今後のスケジュール（案）について

Ｒ3.５.26（水）
【今回】

第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会

「流域治水プロジェクト」の最終とりまとめの確認
Ｒ４.２ 頃

第２回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会
第２回 南筑後圏域 流域治水協議会

各機関の施策の中間とりまとめ
Ｒ3.10 頃

第１回 京築・行橋・田川圏域 幹事会
第１回 南筑後圏域 幹事会

各機関の施策の最終とりまとめ
Ｒ４.１ 頃

第２回 京築・行橋・田川圏域 幹事会
第２回 南筑後圏域 幹事会

Ｒ４.3
「京築・行橋・田川圏域 流域治水プロジェクト（仮称）」 策定・公表
「南筑後圏域 流域治水プロジェクト（仮称）」 策定・公表



第１回 京築・行橋・田川圏域 流域治水協議会（仮称）
第１回 南筑後圏域 流域治水協議会（仮称）

～ 天災は忘れる間もなくやってくる ～

３８


